
平成２４年２月２１日 

 
 
 
 
 
 
 
 

平 成 ２ ４ 年 度 
 
 

予 算 の 概 要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

下 関 市 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



   



（目 次） 

 

○ 平成２４年度予算について ……………………………………………… １ページ 

 

○ 概 括 ……………………………………………………………………… ２ページ 

・ 会計別予算規模 

・ 歳入歳出の状況（一般会計） 

・ 基金残高（定額運用基金を除く） 

・ 市債残高（一般会計） 

 

○ 会計別前年度対比表 ……………………………………………………… ４ページ 

 

○ 性質別経費前年度対比表（一般会計） ………………………………… ６ページ 

 

○ 関係図表（グラフ） 

・ 当初予算規模の推移（一般会計） ……………………………… ７ページ 

・ 歳入の状況（一般会計） ………………………………………… ７ページ 

・ 歳出の状況（一般会計・目的別） ……………………………… ８ページ 

・ 歳出の状況（一般会計・性質別） ……………………………… ８ページ 

・ 基金別残高の推移（定額運用基金を除く） …………………… ９ページ 

・ 市債残高の推移（一般会計） …………………………………… ９ページ 

・ 経常収支比率の推移 ……………………………………………… 10ページ 

・ 実質公債費比率の推移 …………………………………………… 10ページ 

 

○ 「元気な下関」実現のための6つの重点プロジェクト（主要事業） …  11ページ 

 

○ 主な事務事業の見直し …………………………………………………… 17ページ 

 

○ 施策の概要 

１．情報があふれ、活動しやすい便利なまち ……………………… 19ページ 

２．人と自然にやさしく安全で安心して暮らせるまち …………… 24ページ 

３．将来に希望をもって意欲的に働ける自立したまち …………… 30ページ 

４．観光や交流から生まれる多彩で魅力あるまち ………………… 37ページ 

５．誰もが健康で、ふれあいを大切にした温かみのあるまち …… 41ページ 

６．地域の特色を活かしたまなびのまち …………………………… 49ページ 

７．市民も企業も行政もみんなで担える元気なまち ……………… 54ページ 

 

  



平 成 ２ ４ 年 度 予 算 に つ い て  

 

現在の我が国社会経済情勢は、従来の課題である成熟社会に応じた産業構造

への転換が遅れていることに加え、東日本大震災、原発事故と電力制約、円高、

世界的な金融市場の動揺などの新たな危機に直面しています。これに対し、政

府は「危機をチャンスに変える」という考え方で日本再生元年へのチャレンジ

を掲げています。 

このような環境の中で、本市においても景気低迷による個人所得の減少や企

業撤退等により依然として厳しい雇用情勢が地域の経済に大きな影響を及ぼし

ています。また、少子・高齢化に加え、港町としての地理的要因が生産年齢人

口の減少につながっているという指摘もあります。 

このため、これらの情勢に適切に対応していくとともに、下関の「元気」を

さらに加速させるため、平成 24 年度は市政経営のキーワードを「元気・前進！

下関」とし、後期基本計画に掲げる「地域力創造プロジェクト」など６つの重

点プロジェクトを着実に推進してまいります。特に、限られた財源を最大限に

有効活用するため、メリハリのある選択と集中により、市民が主体となって地

域の活力を高める「地域内分権の推進」、日本再生の一旦を担い景気の底上げを

図る「経済の活性化」、歴史ある港町としての強みと下関ブランドを活かした「交

流人口の拡大」、市民の安心・安全を災害から守る「地域防災力の強化」の４点

に重点を置いた予算を編成いたしました。 

合併後のまちづくりが最終段階を迎えつつある中、本市が本州最西端の魅力

ある中核的な都市として、また「自然と歴史と人が織りなす交流都市」（下関市

総合計画に定めた基本理念）として将来にわたり躍進を続けることができるよ

う取り組んでまいります。 
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・会計別予算規模 (単位：百万円)

平成24年度 平成23年度 増  減  額 増 減 率 ％

一　般　会　計 119,210 124,990 △ 5,780 △ 4.6

特　別　会　計 76,933 97,678 △ 20,745 △ 21.2

　　　計 196,143 222,668 △ 26,525 △ 11.9

企　業　会　計 55,580 38,605 16,975 44.0

・歳入歳出の状況（一般会計）　

平成24年度 平成23年度 増  減  額 増 減 率 ％

市　　　　税 33,207 33,575 △ 368 △ 1.1

　 うち市民税 15,396 14,747 649 4.4

　 うち固定資産税 14,002 15,059 △ 1,057 △ 7.0

国・県支出金 23,063 25,788 △ 2,725 △ 10.6

市　　　　債 13,331 17,118 △ 3,787 △ 22.1

その他の収入 49,609 48,509 1,100 2.3

歳　　　　入 119,210 124,990 △ 5,780 △ 4.6

平成24年度 平成23年度 増  減  額 増 減 率 ％

人　 件　 費 21,936 22,543 △ 607 △ 2.7

扶　 助　 費 26,130 26,394 △ 264 △ 1.0

投資的経費 12,493 14,655 △ 2,162 △ 14.8

うち普通建設事業 12,477 14,563 △ 2,086 △ 14.3

　　うち補助事業 6,008 7,243 △ 1,235 △ 17.1

　　うち単独事業 6,469 7,320 △ 851 △ 11.6

公　 債　 費 13,801 16,010 △ 2,209 △ 13.8

そ　 の　 他 44,850 45,388 △ 538 △ 1.2

歳　　　　出 119,210 124,990 △ 5,780 △ 4.6

概　　　　括

区　　分

区　　分

区　　分

　一般会計の減少については、長府駅周辺整備事業の完了等による投資的経費の減少、海響館
借換債の影響等による公債費の減少のほか、国体開催経費の減少、子ども手当の制度が見直さ
れたこと等によるものです。
　特別会計及び企業会計の大幅な増減については、競艇事業に地方公営企業法を一部適用し企
業会計化したことによるものです。また、下関中央病院の地方独立行政法人化に伴い中央病院
会計を廃止し、新たに市立病院債管理会計を創設いたしました。

　市税については、個人市民税が年少扶養控除廃止に伴い増額となる一方で、評価替えに伴い
固定資産税が大幅な減少となったことにより、全体で3.7億円減少しています。
　国・県支出金及び市債の減少については、投資的経費の減少のほか、県補助金においては国
体関係補助金の減少や緊急雇用創出事業交付金の減少により、また市債においては海響館借換
債の減少によるものです。
　その他の収入の増加については、基金の取崩しや商工関係貸付金元利収入の増加などによる
ものです。

　人件費の減少については、職員数の減少や緊急雇用創出事業の減少などによるものです。
扶助費については、障害者自立支援費や生活保護費が増加しましたが、子ども手当の制度が見
直されたことによりほぼ前年度並みの規模になりました。
　投資的経費の減少については、長府駅周辺整備事業、老人休養施設建設事業、市立大学新校
舎等建設事業が完了したこと等により減少しています。
　公債費の減少については、海響館借換債の影響等によるものです。この影響を除けば、約６
億円の増加となっています。
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・基　金　残　高（定額運用基金を除く）

財政調整基金 減債基金 特定目的の基金 合　　計

7,768 976 10,685 19,429

2,000 600 597 3,197

810 810

5,768 376 10,898 17,042

・市　債　残　高（一般会計）　

通　常　債 特　別　債 市　債　残　高

83,136 39,443 122,579

8,231 5,100 13,331

9,275 2,632 11,907

82,092 41,911 124,003

平成23年度末見込

取 崩 額

積 立 額

平成24年度末残高見込

平成24年度末見込

　基金については、財政調整基金、減債基金のほか、福祉施設等運営基金3.3億円、合併振興

基金1.2億円、過疎地域自立促進基金0.4億円など計32.0億円取り崩す一方で、合併振興基金

8.0億円など計8.1億円積立を行うことで、差引基金残高は23.9億円減少し、年度末残高は

170.4億円の見込となっています。

　臨時財政対策債の借入により全体として市債残高は増加するものの、通常債においてはプラ

イマリーバランス（返す以上に借りない）を維持することで残高が減少しています。

 

平成23年度末残高見込

借 入 額

償 還 額
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会 計 別 前 年 度 対 比 表

(単位：千円)

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

(A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

市 税 33,206,647 27.9 33,575,461 26.9 △ 368,814 △ 1.1

　　　うち、市民税 15,396,241 12.9 14,746,591 11.8 649,650 4.4

　　　うち、固定資産税 14,002,420 11.7 15,058,882 12.0 △ 1,056,462 △ 7.0

地 方 譲 与 税 934,226 0.8 912,032 0.7 22,194 2.4

利 子 割 交 付 金 113,047 0.1 115,501 0.1 △ 2,454 △ 2.1

配 当 割 交 付 金 74,739 0.1 46,212 0.0 28,527 61.7

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 22,579 0.0 24,071 0.0 △ 1,492 △ 6.2

地 方 消 費 税 交 付 金 2,507,033 2.1 2,506,999 2.0 34 0.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 46,510 0.0 51,625 0.0 △ 5,115 △ 9.9

自 動 車 取 得 税 交 付 金 224,148 0.2 234,278 0.2 △ 10,130 △ 4.3

国有提供施設等所在市助成交付金 74,101 0.1 82,316 0.1 △ 8,215 △ 10.0

地 方 特 例 交 付 金 108,533 0.1 448,964 0.4 △ 340,431 △ 75.8

地 方 交 付 税 29,130,000 24.4 28,900,000 23.1 230,000 0.8

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 53,768 0.0 56,013 0.0 △ 2,245 △ 4.0

分 担 金 及 び 負 担 金 1,431,613 1.2 1,353,068 1.1 78,545 5.8

使 用 料 及 び 手 数 料 3,844,797 3.2 4,111,879 3.3 △ 267,082 △ 6.5

国 庫 支 出 金 16,505,725 13.8 17,402,416 13.9 △ 896,691 △ 5.2

県 支 出 金 6,557,275 5.5 8,385,637 6.7 △ 1,828,362 △ 21.8

財 産 収 入 322,558 0.3 828,789 0.7 △ 506,231 △ 61.1

寄 附 金 3,742 0.0 4,975 0.0 △ 1,233 △ 24.8

繰 入 金 3,215,932 2.7 1,812,208 1.5 1,403,724 77.5

繰 越 金 400,000 0.3 400,000 0.3 0 0.0

諸 収 入 7,101,627 6.0 6,619,356 5.3 482,271 7.3

市 債 13,331,400 11.2 17,118,200 13.7 △ 3,786,800 △ 22.1

議 会 費 653,815 0.5 720,899 0.6 △ 67,084 △ 9.3

総 務 費 10,674,452 9.0 11,442,197 9.1 △ 767,745 △ 6.7

民 生 費 42,165,522 35.4 43,308,511 34.6 △ 1,142,989 △ 2.6

衛 生 費 9,633,882 8.1 9,421,362 7.5 212,520 2.3

労 働 費 594,077 0.5 1,078,446 0.9 △ 484,369 △ 44.9

農 林 水 産 業 費 3,035,599 2.5 3,703,825 3.0 △ 668,226 △ 18.0

商 工 費 8,336,454 7.0 7,523,385 6.0 813,069 10.8

土 木 費 15,622,067 13.1 15,817,205 12.7 △ 195,138 △ 1.2

消 防 費 4,230,672 3.5 4,121,916 3.3 108,756 2.6

教 育 費 10,345,527 8.7 11,650,023 9.3 △ 1,304,496 △ 11.2

災 害 復 旧 費 16,081 0.0 91,067 0.1 △ 74,986 △ 82.3

公 債 費 13,801,852 11.6 16,011,164 12.8 △ 2,209,312 △ 13.8

予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

  一 般 会 計 　　 計 119,210,000 100.0 124,990,000 100.0 △ 5,780,000 △ 4.6

比　　  較

一
 
般
 
会
 
計
 
・
 
歳
 
出

会　計 ・ 款　別

平 成 ２４ 年 度 平 成 ２３ 年 度

一
 
 
般
 
 
会
 
 
計
 
・
 
歳
 
 
入
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(単位：千円)

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 差引増減額 増減率

(A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

港 湾 会 計 5,624,284 7.3 5,817,181 6.0 △ 192,897 △ 3.3

臨 海 土 地 造 成 事 業 会 計 189,241 0.3 209,715 0.2 △ 20,474 △ 9.8

渡 船 会 計 147,915 0.2 190,928 0.2 △ 43,013 △ 22.5

市 場 会 計 858,893 1.1 872,991 0.9 △ 14,098 △ 1.6

競 艇 事 業 会 計 0 0.0 27,962,402 28.6 △ 27,962,402 皆減

国 民 健 康 保 険 会 計 35,011,611 45.5 33,311,808 34.1 1,699,803 5.1

土 地 取 得 会 計 543,797 0.7 657,034 0.7 △ 113,237 △ 17.2

観 光 施 設 事 業 会 計 1,373,212 1.8 443,215 0.4 929,997 209.8

駐 車 場 事 業 会 計 262,332 0.3 282,125 0.3 △ 19,793 △ 7.0

漁業集落環境整備事業会計 10,897 0.0 15,215 0.0 △ 4,318 △ 28.4
介 護 保 険 会 計

(介護保険事業勘定) 25,168,208 32.7 23,422,401 24.0 1,745,807 7.5
介 護 保 険 会 計

(介護サービス事業勘定) 94,106 0.1 72,503 0.1 21,603 29.8

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計 359,575 0.5 397,223 0.4 △ 37,648 △ 9.5

母子寡婦福祉資金貸付事業会計 86,249 0.1 131,290 0.1 △ 45,041 △ 34.3

後 期 高 齢 者 医 療 会 計 4,111,432 5.4 3,892,075 4.0 219,357 5.6

市 立 市 民 病 院 債 管 理 会 計 3,091,269 4.0 0.0 3,091,269 皆増

　特　別　会　計　　　計 76,933,021 100.0 97,678,106 100.0 △ 20,745,085 △ 21.2

　総　　　　　　　　　計 196,143,021 222,668,106 △ 26,525,085 △ 11.9

水 道 事 業 会 計 11,505,253 20.7 10,513,511 27.2 991,742 9.4

工 業 用 水 道 事 業 会 計 330,098 0.6 319,504 0.8 10,594 3.3

公 共 下 水 道 事 業 会 計 16,167,378 29.1 17,211,469 44.6 △ 1,044,091 △ 6.1

病 院 事 業 会 計 1,980,428 3.6 1,546,698 4.0 433,730 28.0

中 央 病 院 会 計 0 0.0 9,014,143 23.4 △ 9,014,143 皆減

競 艇 事 業 会 計 25,596,506 46.0 0 0.0 25,596,506 皆増

　企　業　会　計　　　計 55,579,663 100.0 38,605,325 100.0 16,974,338 44.0

企
業
会
計

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

平 成 ２４ 年 度 平 成 ２３ 年 度 比　　  較

会　計 ・ 款　別
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性質別経費前年度対比表（一般会計）

 (単位：千円)

区　　　　　分 予  算  額 構成比  予  算  額 構成比 差引増減額 増減率 備      考

 (A) ％ (B) ％ (A)-(B) ％

 人      件      費 21,935,856 18.4 22,542,825 18.0 △ 606,969 △ 2.7

 扶      助      費 26,129,699 21.9 26,394,258 21.1 △ 264,559 △ 1.0

 公      債      費 13,800,952 11.6 16,010,364 12.8 △ 2,209,412 △ 13.8

小　　　計 61,866,507 51.9 64,947,447 51.9 △ 3,080,940 △ 4.7

 物　 　 件　　　費 13,558,277 11.4 14,345,079 11.5 △ 786,802 △ 5.5

 維  持  補  修  費 1,407,631 1.2 1,456,534 1.2 △ 48,903 △ 3.4

 補   助   費    等 8,632,850 7.2 9,303,805 7.5 △ 670,955 △ 7.2

 建 　普通建設事業費 12,477,482 10.5 14,563,304 11.6 △ 2,085,822 △ 14.3  

　補　　　助 6,008,308 5.1 7,243,479 5.8 △ 1,235,171 △ 17.1  

 設 　単　　　独 6,469,174 5.4 7,319,825 5.8 △ 850,651 △ 11.6  

　災 害 復 旧 費 16,081 0.0 91,067 0.1 △ 74,986 △ 82.3

 事 　補　　　助 10,671 0.0 84,517 0.1 △ 73,846 △ 87.4

　単　　　独 5,410 0.0 6,550 0.0 △ 1,140 △ 17.4

 業   失業対策事業費

　補　　　助

 費 　単　　　独

     計 12,493,563 10.5 14,654,371 11.7 △ 2,160,808 △ 14.7

 積      立      金 809,765 0.7 870,552 0.7 △ 60,787 △ 7.0

 投 資 及び 出 資 金 1,290 0.0 287 0.0 1,003 349.5

 貸      付      金 5,863,835 4.9 5,382,270 4.3 481,565 8.9

 繰      出      金 14,476,282 12.1 13,929,655 11.1 546,627 3.9

 前 年 度 繰上充用金

 予      備      費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

歳　出　合　計 119,210,000 100.0 124,990,000 100.0 △ 5,780,000 △ 4.6

比　　　　較平 成 ２３ 年 度平 成 ２４ 年 度
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※平成16年度予算額には、借換債・合併関連経費（約74.4億円）を含む。

※平成16年度までの当初予算規模は、旧１市４町の額及び合計額

当初予算規模の推移（一般会計）

895
962

255

268

1,150
1,230

1,142
1,140 1,097

1,198

1,172 1,175

1,250
1,192

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H15 ※H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

億円

旧下関市 旧４町 新市 計

歳入の状況（一般会計）

繰入金
 32.2億円 2.7%

国・県支出金
 230.6億円 19.3%

地方交付税
地方特例交付金
292.4億円 24.5%

地方譲与税・交付金
40.5億円 3.4%

市税
332.1億円 27.9%

その他の収入
 131.0億円 11.0%

市債
 133.3億円 11.2%
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歳出の状況（一般会計・目的別）

衛生費
96.3億円

8.1%

労働費
5.9億円

0.5%

農林水産業費
30.4億円

2.5%

商工費
83.4億円

7.0%

土木費
156.2億円

13.1%

消防費
42.3億円

3.5%

教育費
103.5億円

8.7%

災害復旧費
0.2億円

0.0%

公債費
138.0億円

11.6%

議会費
6.5億円

0.5%

予備費
1.0億円

0.1% 総務費
106.7億円

9.0%

民生費
421.7億円

35.4%

歳出の状況（一般会計・性質別）

人件費
219.3億円

18.4%

公債費
138.0億円

11.6%

災害復旧費
0.2億円

0.0% 予備費
1.0億円

0.1%

繰出金
144.8億円

12.1%
普通建設
（単独）

64.7億円
5.4%

普通建設
（補助）

60.1億円
5.1%

補助費等
86.3億円

7.2%

維持補修費
14.1億円

1.2%

物件費
135.6億円

11.4%

積立金
8.1億円

0.7%

投資及び
出資金
0.0億円

0.0%

貸付金
58.6億円

4.9%

扶助費
261.3億円

21.9%
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※平成22年度までは決算積立後の額、23・24年度は見込額

※平成22年度までは決算額、23・24年度は見込額

※特別債は、減税補てん債・臨時税収補てん債・臨時財政対策債の計

基金残高の推移 (定額運用基金を除く)

95.0 98.1 97.9 104.2 109.5

77.7
57.7

36.3
36.3 26.0

14.7 9.7

84.9 85.3
90.1 92.2

100.0

106.8

109.0

89.4

9.7

9.8

3.7

85.2

210.6 216.5
209.4

202.7 206.1
219.2

194.3

170.4

0

50

100

150

200

250

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

億円 財調 減債 特目

市債残高の推移（一般会計）

876 869 836 820
852

821 831 821

282 298 307 313 329
367

394
419

1,158 1,167 1,143 1,133
1,188

1,225 1,240
1,181

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

億円

通常債 特別債 市債　計
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※　平成22年度までは決算による。23・24年度は当初予算に基づき算出

※　各年度の指数は、臨時財政対策債及び減税補てん債等を経常一般財源に加えた場合の数値

　

 

 

※　平成22年度までは決算による。23・24年度は当初予算に基づき算出

※　平成22年度までは３ｹ年平均数値。23・24年度は単年度数値

経常収支比率の推移

89.8
90.9

94.3
93.3

97.9
99.9

94.8

94.7

94.6

94.2

94.3

91.8

85.0

87.5

90.0

92.5

95.0

97.5

100.0

102.5

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

経常収支比率（本市） 経常収支比率（県内１３市)

実質公債費比率の推移

14.3

18.4

12.2

11.6

10.910.810.9
11.3

12.7

13.6

14.2

14.8

8.5
9.0
9.5

10.0
10.5
11.0
11.5
12.0
12.5
13.0
13.5
14.0
14.5
15.0
15.5
16.0
16.5
17.0
17.5
18.0
18.5

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

実質公債費比率（本市） 実質公債費比率（県内１３市）
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 １ 地域力創造プロジェクト

　市民が地域の発展に主体的に関わり、地域の活力につながる地域力創造のための取り組み
を重点的に進めます。

■ 地域内分権推進事業 1,300千円 ( P55 )

・住民の参加・協働による身近な地域のまちづくりを進めるため、大学教授等による地域課
　題の抽出・分析やシンポジウム等の開催、自治会などまちづくりパートナーの意見聴取な
　どを行う。

■ まちなか住環境向上事業 2,000千円 ( P39 )

■ 移住者市有地購入助成金交付事業 400千円 ( P39 )

■ 総合支所整備事業 309,000千円 ( P55 )

■ 住民票等のコンビニ交付業務 16,618千円 ( P56 )

「元気な下関」実現のための６つの重点プロジェクト（主要事業）

地域内分権推進

 

地域性

ワークショップ

市民意識 

市民会議 市民アンケート

市民意見

情報があふれ、
活動しやすい便利なまち

人と自然にやさしく
安全で安心して暮らせるまち

将来に希望をもって
意欲的に働ける自立したまち

観光や交流から生まれる
多彩で魅力あるまち

誰もが健康で、ふれあいを
大切にした温かみのあるまち

地域の特色を活かした
まなびのまち

市民も企業も行政も
みんなで担える元気なまち

＜７つの施策の柱＞

＜６つの重点プロジェクト＞

-　11　-



 2 循環型経済推進プロジェクト

　グローバル化の進展を背景とした都市間競争が激化する中、自然、歴史、文化、地場産業
など、本市が持つ魅力を集約化・ネットワーク化し、産業振興や観光振興を通して経済の活
性化を図ります。

別掲

・小売商業消費拡大支援事業（スタンプ事業） 8,000千円 ( P33 )

下関商工会議所が推進している「やっぱり地元・大好き！下関運動」の一環として
実施するスタンプ事業に対して補助金を交付することにより、市内での幅広い消費
を促す。
➣年間2回実施、景品総額10,000千円

・震災等緊急雇用対応事業 400,000千円 ( P36 )

32事業 132人 　学校図書館等校務補助、特別支援教
22事業  80人 　育支援員、保育所環境管理等、市道
54事業 212人 　の草刈りなど

・中小企業制度融資預託金・保証料補給金 5,381,235千円 ( P34 )
（千円）

24年度 23年度 増減
預託金 5,305,311 4,824,446 480,865
補給金 75,924 76,485 -561

・その他の商業等活性化事業 19,494千円 ( P33・P35 )

 あきんど活性化支援事業費補助金
 商店街競争力強化事業費補助金
 下関商品販路拡大推進事業
 下関産業コラボレーション塾
 下関市モーダルシフト利用促進補助金

■ 川棚のクスの森整備事業 130,000千円 ( P37 )

■ 火の山ユースホステル基本設計業務 ( P37 )

■ 産地振興作物生産拡大事業 10,000千円 ( P31 )

■ ジビエ有効活用推進事業 60,000千円 ( P32 )

■ 栽培漁業センター(2期)整備事業 ( P31 )

■ フク等ブランド推進事業 2,300千円 ( P27・32 )

■ くじら文化発信事業 23,690千円 ( P33 )

■ くじらシンボルマーク作成事業 1,500千円 ( P54 )

　外部委託事業
　直接雇用事業

合　　計

交流人口の拡大

経済活性化
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 3 都市力創造プロジェクト

　都市のシンボルや次世代を担う都市基盤を強化するとともに、都市部と農村部のネットワ
ークを拡大し、まちづくりの核となる施設や都市環境の整備を行い、都市の魅力を高めると
ともに市民の利便性の向上を図ります。

938,700千円

・自主防災組織育成事業 ( P29 )

自主防災組織の核となるリーダーを育成、強化するための防災士養成講座を開催する。
➣養成講座：50名程度

・避難所看板作成事業 ( P29 )

市民、並びに施設管理者等に平常時から避難所の意識付けを図っていただくため、
避難所となる施設に避難所看板を設置する。　　205箇所

・防災情報システムの整備 ( P29 )

市民に迅速かつ的確な情報伝達を行うための防災行政無線を整備する。
➣親局：市役所本庁舎　副親局：消防局　子局：34箇所
➣事業期間　平成22年度～平成25年度

・防災資機材備蓄事業 ( P29 )

大規模災害が発生した場合の初期対応のために必要な防災資機材、及び避難者用の
食料、生活必需品等を計画的に備蓄する。

・消防庁舎整備事業 ( P28 )

老朽狭隘な現消防局及び中央消防署合同庁舎を、耐震性を有する消防庁舎に建て
替える。

・消防無線通信施設整備事業 ( P28 )

高機能消防指令センター及び消防救急無線のデジタル化を、美祢市との共同によ
り整備する。

■ 下関駅にぎわいプロジェクト 2,409,470千円 ( P21 )

■ 中心市街地活性化総合支援事業 22,362千円 ( P21 )

■ 新幹線「さくら」需要喚起戦略事業 1,500千円 ( P20 )

■ 庁舎整備

・本庁舎整備事業 811,000千円 ( P55 )
・総合支所整備事業（再掲） 309,000千円 ( P55 )
・消防庁舎整備事業（再掲） 507,000千円 ( P28 )
・勝山地区拠点施設（仮称）整備事業 350,000千円 ( P28 )

地域防災力強化

交流人口の拡大
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 4 子ども・子育て応援プロジェクト

　次世代を担う子どもたちが、健やかにたくましく育ち、子どもの笑顔があふれる都市を目
指し、子どもと子育てを応援する地域づくりを進めます。

■ 幼保一体化施設整備事業（豊浦地区） 364,414千円 ( P47 )

■ 次世代育成支援拠点施設整備事業 1,500千円 ( P47 )

■ 子育て支援特別対策事業施設整備費補助 9,922千円 ( P46 )

■ 小児救急医療啓発用ガイドブック作成 ( P42 )

■ コミュニティ・スクール推進事業 854千円 ( P51 )

■ 小・中学校耐震化事業 249,275千円 ( P49 )

小学校
中学校
事業費

 5 地球エコ推進プロジェクト

　地球温暖化の主因とされる温室効果ガスの一つ、二酸化炭素の最終的な排出量が少ない産
業・生活システムを構築した社会を目指し、地球エコ対策を進めます。

■ 環境教育推進業務 3,432千円 ( P24 )

■ ＬＥＤ防犯灯設置事業補助金 7,000千円 ( P24 )

■ 住宅用太陽光発電設置事業補助金 12,000千円 ( P24 )

■ 電気自動車充電ネットワーク構築 26,185千円 ( P24 )

■ 鉄道貨物の利用促進補助 6,400千円 ( P35 )
（下関市モーダルシフト利用促進補助 再掲）

 6 健康づくり推進プロジェクト

　誰もが、健康で安心して暮らせるよう、それぞれの年齢、健康状態、生活環境に応じた行
政サービスの提供を行い、市民が健康でいきいきと暮らせるまちづくりを進めます。

■ 地方独立行政法人下関市立市民病院の設立 1,050,688千円 ( P42 )

■ 病院情報システムなど医療機器等の整備 517,000千円 ( P42 )
・病院情報システム（豊浦病院）
・電子カルテシステム・眼科レーザー（豊田中央病院）

■ 健康チャレンジ２０１２事業 630千円 ( P41 )

■ 「いのちを守る」キャラクター創造事業 ( P41 )

■ 菊川体育館建設事業 130,000千円 ( P51 )

■ 我がまちスポーツ推進事業 11,000千円 ( P52 )

(備考) 3月補正は国の
23年度第3次補正により
前倒し実施するもの

耐震工事10棟
耐震工事 5棟

耐震診断11棟、耐震補強計画等52棟
耐震診断 4棟、耐震補強計画等18棟

249,275千円 862,000千円

24年度当初予算 23年度3月補正

交流人口の拡大
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　この構想は、今後、概ね10年後に下関市の観光客数を1000万人に、また、宿泊客を100万人に
到達させようとする取組みで、初年度となる平成24年度の実施施策は次のとおりです。

　下関観光交流ビジョン２０２２（仮称）策定

　下関観光キャンペーン実行委員会補助金の拡充 12,500千円

　下関市観光コンベンション協会補助金の拡充 5,000千円

　中心市街地活性化事業 16,500千円

　まちづくり会社への出資 1,000千円

　下関くじらフェスティバル 7,000千円

　全国龍馬ファンの集い 下関大会開催補助 1,000千円

　新幹線「さくら」需要喚起戦略事業 1,500千円

　電気自動車充電ネットワーク構築 26,185千円

( P37 )

( P21 )

　25年度から実施するあるかぽーと地区の短期活用事業の試行として、軽トラ市（通年）、飲食ブース
（夏季）、モンゴル村（冬季）の運営を行う。

　交流人口の拡大による滞在型観光都市を目指すための中長期ビジョンを策定するとともに、構想の推進
母体となる「交流人口1000万人・宿泊客100万人構想実行委員会（仮）」を設立する。

( P37 )

　宿泊客の減少する時期の観光客誘致策として新しいイベントの創出を検討するとともに、市内の観光事
業者と共同で人気の旅行誌に下関観光特集広告を掲載する。

( P37 )

　本市でのコンベンションの開催の大幅増を目指すため、PR活動の強化、開催者への補助充実等を行う。
　➣地元団体（協会の支部）等への助成制度を新設する。

( P21 )

( P20 )

 あるかぽーと短期活用計画を推進する「まちづくり会社」に出資する。
　➣市・下関商工会議所・下関21世紀協会 各1,000千円、その他団体等出資予定

( P33 )

　北西太平洋鯨類捕獲調査船団出港式に合わせて、出港式前夜祭及び鯨にゆかりのある自治体と捕鯨のあ
り方について考える「くじら未来フォーラム（仮称）」を開催する。

( P38 )

　新下関駅発着「さくら」の需要喚起のため、下関商工会議所と連携してＰＲ活動を実施する。

　「第24回全国龍馬ファンの集い」の開催に必要な経費の一部を実行委員会に補助する。
　➣平成24年10月20日～21日　海峡メッセ下関（予定）

( P24 )

　北九州市と連携して電気自動車充電ネットワークの整備、拡大に取組み、電気自動車の普及を促進する
ことで、自動車から排出される二酸化炭素を大幅に削減し、関門エリアの低炭素社会実現を図るととも
に、新たなＥＶ観光ルートの開発による交流人口の拡大に取り組む。

交流人口1000万人・宿泊客100万人構想交流人口1000万人・宿泊客100万人構想

▼観光行政の強化

▼あるかぽーとの集客力発揮

▼下関ブランドを活かした魅力あるイベント交流

▼交流インフラの活性化
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　光陽市友好交流促進事業 1,155千円

　中国青島国際戦略事業 1,867千円

　外国人観光客滞在促進事業 1,000千円

　日露交歓コンサート開催事業 2,000千円

　観光宣伝促進事業（菊川総合支所） 2,000千円

　観光宣伝促進事業（豊田総合支所） 2,000千円

　観光宣伝促進事業（豊浦総合支所） 2,000千円

　観光宣伝促進事業（豊北総合支所） 2,000千円

( P52 )

　(社)国際音楽交流協会が主催する日露交歓コンサート２０１２が本市で開催されることから、市民に無
料で良質な芸術に触れていただくとともに、日露の文化交流を図るため、山口県と共催する。

　豊田町観光協会の事務局を道の駅に移行するとともに、観光宣伝業務を強化する。

( P55 )

　観光案内板の改修、中山渓遊歩道橋梁の架け替えを行う。

( P55 )

( P40 )

　平成23年1月に韓国光陽市との間に定期航路が開設され、両市民の友好交流をさらに促進していくための
事業を行う。

( P36 )

　中国における観光、物流、貿易等の事業促進のため、関係官公庁、事務所、施設等を訪問して情報交換
等を行うとともに、展示会への参加等により、今後の事業展開につなげる。

( P38 )

　外国人観光客が本市に就航している国際フェリーを利用し、かつ、市内に宿泊した場合、旅行エージェ
ントに対して補助金を支給し、本市の外国人観光客の増加を図る。

( P55 )

　響灘厚島展望公園の情報発信施設の整備、鯖釣山（さばつりやま）の登山道の整備に対する助成、室津
地区の鏝絵（こてえ）群散策案内事業に対する助成を行う。

( P55 )

　豊北町観光協会の観光宣伝案内業務を道の駅に移行するとともに、道の駅、土井ヶ浜遺跡・人類学
ミュージアム、豊北歴史民俗資料館、つのしま自然館、角島灯台公園等においてスタンプラリーを実施す
る。

▼戦略的な国際交流のさらなる促進

▼地域の創意による観光拠点のブラッシュアップ
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主 な 事 務 事 業 の 見 直 し
単位：千円

款
　主管課

事業名 見直し内容
平成24年度
削減効果額

１．制度改正による事業費見直し

総務費
　広報広聴課

広報広聴業務
市報の構成を見直し、現在の36ページを印刷効率のよい32ペー
ジにし、印刷コストを削減した。 7,602

民生費
　いきいき支援課

敬老祝い カタログギフトによる贈呈方法を見直した。 11,206

民生費
　障害者支援課

福祉タクシー助成 タクシーチケットの追加交付特例の一部を見直した。 17,432

衛生費
　クリーン推進課

再資源化推進事業奨励
金

再資源化事業奨励金の単価を見直し、一部をLED防犯灯設置費
補助とした。 5,200

商工費
　商工振興課

下関ブランド発信事業
ブランドの認定については、一定の成果をみたので新たな展開
を図るため新規の認定事業を廃止した。 2,221

農林水産業費
　農政課

水田農業生産条件整備
支援事業費補助金

機械等の導入に対する単市の嵩上げ補助1/10を廃止し、他の
補助制度と均衡を図った。 2,284

教育費
　学校教育課・
　学校安全課

就学援助
所得階層による助成額に段階を設けることにより経費の制度の
適正化を図った。 32,194

教育費
　生涯学習課

みらい塾開催
事業内容を見直し、大会場での講演会等を廃止し、直接学校に
出向く出前講座に特化して、多くの子どもたちに機会をつくること
で費用効果を高めた。

1,417

２．料金改正

教育費
　学校安全課

小中学校給食費 栄養価確保のため、給食費を改正する。 －

国民健康保険特会
　保険年金課

国民健康保険料
応能割、応益割の保険料率の比率を見直し、運営の安定化を
図った。 －

介護保険特会
　介護保険課

介護保険料
第5期介護保険事業計画に基づき保険料の基準額（月額）を
4,200円から5,300円に改定する。 －

３．廃止・休止

総務費
　広報広聴課

広報広聴業務
情報誌「０８３」については、一定の成果は見られるが、発行コス
トが高額なため一時発行を休止し、今後のあり方を検討する。 12,000

総務費
　国際課

青少年国際交流推進業
務

応募者の少ない青年海外派遣研修を廃止する。 1,050

総務費
　豊浦総合支所

コミュニティづくり推進業
務

豊浦ふるさとまつりの実施方式を見直した。 836

商工費
　商工振興課

地場産業対策振興事業
事業見直しにより地場産業振興対策推進協議会に対する補助
金を廃止する。 461

農林水産業費
　農政課・水産課

グリーン・ブルーツーリズ
ム推進事業

事業見直しにより廃止する。 1,146

農林水産業費
　農林整備課

花と緑と健康フェスタ開催
事業

事業見直しにより「森林まつり」を廃止する。 2,862

４．民間委託等（将来的な負担軽減を図る）

衛生費
　クリーン推進課

ごみ収集業務民間委託
移行

ごみ収集の民間委託業務の範囲を一部拡大する。 －

教育費
　学校支援課

幼稚園環境整備 幼稚園校務技士を廃止し、草刈等環境整備を民間委託する。 －

教育費
　学校安全課

学校給食民間委託 豊田町学校給食共同調理場調理業務の民間委託を実施する。 －

５．その他

総務費
　選挙管理委員会

市長選挙・県知事選挙
投票所の見直し、期日前投票期間の見直し等により経費の節減
を図る。 －
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１　情報があふれ、活動しやすい便利なまち (2)連携・交流の促進 P 39

(1)道路の整備 P 19 (3)国際交流の促進 P 40

(2)公共交通の整備 P 20

(3)市街地の整備 P 21

(4)公園・緑地の整備 P 22 (1)保健・医療の充実 P 41

(5)情報・通信の整備 P 22 (2)国民健康保険事業の充実 P 43

(6)港湾の整備 P 23 (3)地域福祉の充実 P 43

(4)高齢者福祉の充実 P 44

２　人と自然にやさしく安全で安心して暮らせるまち (5)障害者福祉の充実 P 45

(1)自然環境の保全 P 24 (6)児童福祉の充実 P 45

(2)河川・海岸環境の整備 P 25 (7)母子・父子福祉の充実 P 47

(3)森林の維持と活用 P 25 (8)低所得者福祉の充実 P 48

(4)上水道の整備 P 25 (9)介護保険事業の充実 P 48

(5)下水道の整備 P 26

(6)住環境の整備 P 26 ６　地域の特色を活かしたまなびのまち

(7)衛生環境の整備 P 27 (1)生涯学習の推進 P 49

(８)地域・生活関連施設の整備 P 28 (2)学校教育の充実 P 49

(９)生活安全の推進 P 28 (3)文化・スポーツの振興 P 51

(4)国際化への対応 P 53

３　将来に希望をもって意欲的に働ける自立したまち

(1)農林水産業の振興 P 30 ７　市民も企業も行政もみんなで担える元気なまち

(2)商工業の振興 P 33 (1)開かれた行政への取組 P 54

(3)就業支援策の強化 P 36 (2)市民活動支援の推進 P 54

(4)貿易の振興 P 36 (3)行政機能の充実及び行財政運営の効率化 P 55

(4)人権教育・啓発活動の充実 P 56

４ 観光や交流から生まれる多彩で魅力あるま
ち

(5)男女共同参画の推進 P 56

(1)観光・レクリエーションの振興 P 37

※注)　新：H24新規事業、拡：H24拡充事業、

施　　　　　策　　　　　の　　　　　概　　　　　要

５　誰もが健康で、ふれあいを大切にした温かみのあるまち
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平成２４年度 　施 　策 　の 　概 　要

まちづくりの基本理念

平成24年度 平成23年度

(1)道路の整備

ｱ)道路整備事業 435,275 1,496,700

・長府才川町11号線(道路改良)

新 ・武久町85号線(道路改良、用地買収)

・附野大久保線(実施設計、用地測量)

・川棚小串海岸線(道路改良、用地買収外)

・阿川田耕線(道路改良外)

・日野線(道路改良外)

・波原神田口線(実施設計、用地測量、用地買収外)

ｲ)交通安全施設等整備事業 163,595 578,300

・壇の浦高尾線(あんしん歩行ｴﾘｱ：測量設計)

・竹崎園田線 (あんしん歩行ｴﾘｱ：歩道整備外)

新 ・高尾幡生線(通学路整備：測量設計)

新 ・田中町1号線(通学路整備：測量設計外)

新 ・椋野伊倉線(通学路整備：測量設計)

・勝山秋根西町10号線(交通ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ：歩道整備)

・竹崎28号線(交通ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ：歩道整備)

ｳ)街路改良事業 249,937 158,600

・竹崎園田線(道路改良外)

・勝谷形山線(道路改良、用地買収外)

・武久幡生本町線(2期)(詳細設計、用地測量)

予 算 額 （ 千 円 ）
項 目

        自然と歴史と人が織りなす交流都市
           ～自然と人、人と人、ふれあいで輝く
　　　　　　        　　　　共創のまちづくりを目指して～

１．情報があふれ、活動しやすい便利なまち（都市基盤）
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平成24年度 平成23年度

ｴ)橋りょう維持 9,100 9,100

・市道橋橋りょう長寿命化修繕計画策定

ｵ)国道等整備促進 1,945 2,059

下関市一般国道建設整備促進期成同盟協議会

山口県山陰自動車道長門・下関建設促進期成同盟会

ｶ)都市交通体系調査事業 4,745 19,778

・道路網検討調査業務

新 国道2号印内勝山間事業化促進業務

(2)公共交通の整備

ｱ)バス交通

・生活バス運行業務 58,470 58,636

・廃止路線代替バス運行事業 91,000 84,100

・コミュニティ交通運営費助成 2,000 2,600

粟野地区コミュニティ交通助成

ｲ)鉄道交通

・ＪＲ山陰本線利用促進

新 ・新幹線「さくら」需要喚起戦略事業 1,500 －

ｳ)海上交通

・離島航路（六連島航路・蓋井島航路） 147,915 190,928

  

項 目

長門市と連携し、山陰本線沿線住民に対して、利用促進のた
めの普及啓発を図る。

老朽化する市道橋の橋りょう長寿命化修繕計画の策定を行
い、当該計画に基づく橋りょうの修繕及び架替えを実施す
る。

新下関発着の九州新幹線「さくら」の需要喚起のため、商工
会議所と連携してPR活動を実施する。
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平成24年度 平成23年度

(3)市街地の整備

ｱ)市街地整備の推進

・中心市街地活性化総合支援事業 22,362 2,716

中心市街地活性化協議会運営支援

新 中心市街地活性化事業

新 まちづくり会社出資金

新 ・あるかぽーと芝生広場管理業務 －

・都市計画検討調査業務 22,200 5,025

都市計画基礎調査

新 下関北都市計画地域地区指定調査

新 地域コミュニティ活性化調査

新 都市計画道路等事業化検討基礎調査業務

・市街地整備基礎調査 2,772 －

新 東部地域市街地整備基礎調査検討業務

・地籍調査の推進(本庁・菊川・豊田・豊北地域) 131,079 133,900

・「サイクルタウン下関構想」推進 3,119 1,623

　ツール・ド・しものせき開催支援

・下関駅にぎわいプロジェクト 2,409,470 1,483,004

ｲ)土地区画整理の推進

・川中地区土地区画整理事業 1,131,452 1,224,837

項 目

国道2号と国道491号の接続路の整備に際してその幹線道路周
辺の将来土地利用の検討を行う。

自由通路、東・西口駅前広場、南口交通広場、

高架下通路、駐輪場整備等
開発ﾋﾞﾙ、集客施設・立体駐車場
※開発ﾋﾞﾙ3Ｆ公益施設(次世代育成支援拠点施設)（別掲）

少子高齢社会に対応するため、小規模な住宅等に用途を特定
している第一種低層住居専用地域について、バリアフリー化
などの建替え動向や、地域の生活利便施設へのアクセス性の
調査を行う。

綾羅木地区における国道191号と下関北バイパスを接続する
都市計画道路幡生綾羅木線の沿道や周辺の将来土地利用を検
討し、当該道路区間に適した事業手法の調査を行う。

施行面積　7.8ha、都市計画道路・長府綾羅木線L=669m
下関駅福江線L=191m
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平成24年度 平成23年度

(4)公園・緑地の整備

・乃木浜総合公園（2期）整備(造成工、用地買戻し外) 627,000 571,000

・体験型栽培緑化施設整備（社会実験調査） 1,000 1,000

・街区公園整備 17,210 18,600

・屋上等緑化推進事業 1,000 1,000

・街路樹環境対策推進業務 6,237 10,253

・緑のリサイクル推進事業 28,700 35,000

・まちなか緑化推進事業 6,000 8,000

・バリアフリー推進業務（公園安全安心緊急対策） 21,240 21,230

・公園施設緊急安全対策業務（　同上　） 24,077 24,300

・いきいきシルバー・キッズ公園事業（　同上　） 12,800 12,800

(5)情報・通信の整備

ｱ)地域情報化の推進

・辺地共聴施設デジタル対応化対策 21,972 69,028

高額自己負担世帯に対する助成制度 1,860 8,694

項 目

公園・街路樹の剪定等により生じた枝葉をﾁｯﾌﾟ化し再利用す
ることでｺﾞﾐを減量化し、CO2の削減や有機物のﾘｻｲｸﾙの促進
を図る。

密集住宅市街地における快適な生活環境の確保や、防災防犯
の観点から、活用可能な土地を寄付する者に対し建物等の撤
去費を補助し、広場や緑地として整備する。

地上デジタル放送難視聴地域のテレビ共聴施設のデジタル
対応化新設及び改修に対する支援を行う。

他の補助制度を活用しても一世帯あたりの負担が35,000円
を超える場合にその超えた額を助成する。

少子高齢化を背景とした社会ﾆｰｽﾞの変化に対応する公園遊器
具の更新を、地域住民の希望を取り入れ実施する。
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平成24年度 平成23年度

 (6)港湾の整備

ｱ)新港地区整備事業推進 548,164 868,324

・利用促進インセンティブ補助

・環境監視

・廃棄物処理場管理事業

ｲ)新港地区整備事業 167,750 143,700

・護岸、泊地

ｳ)本港地区整備事業 81,400 42,600

・道路

新 ｴ）国際ターミナル改修事業 85,000 －

・コンコース・外壁改修外

ｵ)長府地区整備事業 99,900 179,500

・道路、橋りょう

ｶ)豊北地区港湾整備事業 4,370 4,800

・特牛、角島

項 目
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平成24年度 平成23年度

(1)自然環境の保全

ｱ)環境保全の意識向上

・環境教育推進 3,432 1,496

環境教室、水辺の教室、親子自然教室、

環境リーダー養成、エコフェスタ

新 環境ＥＳＤイベント

・「美化
ぴ か

美化
ぴ か

大作戦」 1,283 1,380

・海岸漂着物等収集運搬（下関、豊浦、豊北地区） 969 973

・路上喫煙等禁止 9,346 9,441

ｲ)地球温暖化対策の推進

・地球温暖化対策 45,981 20,804

LED防犯灯設置費補助 (7,000) (14,500)

新 住宅用太陽光発電設置費補助 (12,000) －

新 電気自動車充電ネットワーク構築 (24,685) －

新 ・市営駐車場電気自動車用充電設備設置 1,500 －

項 目
予 算 額 （ 千 円 ）

２．人と自然にやさしく安全で安心して暮らせるまち(自然環境・生活環境)

喫煙等禁止地区において、ﾊﾟﾄﾛｰﾙによる監視を実施(周知・
普及啓発経費等)

市域における温室効果ガスの削減に向け、具体的な対策を実
践する。「緑のｶｰﾃﾝ」、「ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ」等

北九州と連携し、電気自動車の充電ネットワークの整備
拡大に取り組み、電気自動車の普及を図ることで、自動
車から排出される二酸化炭素の削減を図る。
　急速充電器設置3箇所　ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞ・豊田及び豊北道
の駅
  電気自動車購入　2台

環境ＥＳＤ紹介、環境家計簿取組促進、環境アドバイ
ザー診断、電気自動車紹介などのイベントを開催す
る。

再生可能エネルギーの利用促進を図るため、一般住宅
への太陽光発電システム設置費用の一部を助成する。

省エネ・長寿命化を図るため、自治会が設置する既存防犯灯
をLED照明に交換する費用の一部を助成する。

赤間町・細江町駐車場にEV用普通充電装置を設置する。
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平成24年度 平成23年度

(2)河川・海岸環境の整備

ｱ)河川環境の整備

・普通河川新設改良事業 49,652 47,045

・都市基盤河川改修事業 34,000 －

新 砂子多川改修

・水路改良事業 53,572 52,070

・浸水対策事業 18,700 18,200

ｲ)海岸環境の整備

・海岸保全施設整備事業 120,050 221,620

小串地区(海岸侵食)、阿川地区（海岸侵食）

松屋埴生地区(堤防)、山陽地区（堤防）外

・下関港海岸直轄事業 300,000 366,000

・海岸環境整備事業（松谷海岸） 3,000 3,000

(3)森林の維持と活用

ｱ)森林の活用

・民有林振興業務 24,195 26,861

・市有林造林事業 89,459 99,985

・市行造林事業 21,399 23,333

・小規模林道事業(広瀬薊河内線外) 12,499 12,000

・普通林道開設事業(白滝線) 12,285 12,285

(4)上水道の整備

ｱ)上水道施設の整備

・水道施設整備事業の推進 1,024,685 786,996

長府浄水場排水処理施設築造工事

石原～高尾浄水場間導水管布設工事

配水池の耐震補強ほか

項 目

浸水被害を軽減するため、河川・水路の整備と合わせ、雨水

流出抑制施設等、総合的な浸水対策を行う。

　綾羅木本町、田部、大河内・一の俣、塩田、五反田川地
区
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平成24年度 平成23年度

ｲ)配水施設整備

・老朽配水管(ビニル管等)の更新等 604,104 1,087,987

・漏水防止対策強化 343,150

ｳ)水質管理体制の拡充

・水質検査･監視体制の強化等 11,191 11,753

ｴ)未普及地域への水道普及促進

・市民皆水道を目指した未普及地域の解消 96,423 90,386

(5)下水道の整備

ｱ)公共下水道の整備

・管渠布設事業(筋ケ浜、彦島、山陰、山陽、川棚小串) 2,039,190 2,550,670

・ポンプ場整備事業(筋ケ浜、彦島、山陰) 522,380 334,686

・処理場整備事業(彦島、山陰、山陽) 1,164,846 1,237,337

・浸水対策事業(筋ケ浜、彦島、山陽) 467,749 272,848

ｲ)合併浄化槽の整備促進

・合併処理浄化槽設置費補助金 86,840 86,288

(6)住環境の整備

ｱ)住宅の整備

・田部東団地建設事業（第1期） 54,775 4,630

地質調査・実施設計等

・新椋野団地建設事業（第2期） 736,000 104,000

中層耐火構造　2棟46戸　H23～24

主体工事

・公営住宅等関連事業推進 70,000 30,000

市営住宅耐震診断

ｲ)都市景観の形成

・都市景観形成推進事業 11,751 10,648

花いっぱい計画花植え（下関駅～唐戸周辺）

新 景観形成地域設定調査

項 目

風致地区の現況調査・見直しに基づき、新たに景観形成
地域等に編入する際の区域の景観特性・規制内容の検討
を行う。
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平成24年度 平成23年度

ｳ)安全な住環境の整備

・急傾斜地崩壊対策事業 50,600 116,450

・小規模治山事業 15,944 20,505

豊田、豊浦、豊北地域

・住宅・建築物耐震化促進事業 5,592 5,592

木造住宅耐震診断補助

木造住宅耐震改修補助

建築物耐震診断補助

・指定道路台帳整備事業 9,000

(7)衛生環境の整備

ｱ)処理環境の充実

・生ごみ堆肥化容器購入費助成 3,200 3,200

・再資源化推進事業奨励 28,832 34,032

・次期最終処分場整備事業 24,022 7,021

最終処分場基本設計等

新 ・次期ごみ焼却施設整備事業 8,304 －

・終末処理業務 752,202 761,535

彦島工場、豊浦・大津環境浄化組合

ｲ)公衆衛生の充実

・食の安心・安全推進 5,518 4,948

下関ふくブランド強化対策

新 　ふく専門講習会（東京都条例改正対応）

新 食肉の生食危険！啓発パンフレット作成

・測定機器等の整備 35,312 2,323

新 放射性物質の安全対策（検査機器導入）

新 農薬・フグ毒の安全対策（検査機器導入）

項 目

既存180ｔ炉横に新焼却炉を整備集約し、旧施設解体撤去跡
地に廃棄物処理施設、マテリアルリサイクル関連施設等の
整備を検討する。
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平成24年度 平成23年度

(8)地域・生活関連施設の整備

ｱ)交流施設等の整備

・勝山地区拠点施設（仮称）整備事業 350,000 85,000

・動物愛護管理業務 10,208 8,347

成犬譲渡促進のためのしつけ直し事業 （2,500）

(9)生活安全の推進

ｱ)防犯対策 45,295 46,259

ｲ)消防・防災機能の強化

・消防車両等整備

はしご付消防自動車、小型動力ポンプ積載車ほか 235,400 81,700

・救急業務高度化資機材整備

高規格救急自動車

・消防庁舎整備事業 507,000 876,700

 

・消防無線通信施設整備事業 385,500 12,600

高機能消防指令センター整備（美祢市共同事業）

消防救急無線デジタル化　　　（美祢市共同事業）

・消防庁舎耐震改修工事及び耐震補強計画策定 34,400 23,500

項 目

消防施設建設　（H24-25　継続費　1,883,000千円）
RC造 3階（一部4階）　延床面積　約5,800㎡

2消防署、1出張所の耐震改修工事
2消防署、2出張所の耐震補強計画策定
1出張所の耐震改修実施設計

勝山公民館、勝山支所、保健センター整備

　ＲＣ　3階建て（一部4階）　延べ3,617㎡
　Ｈ23－26：総事業費　12.9億円
　　　　　　　（H24-26継続費12億8百万円）

動物愛護の観点から、収容犬の生活環境の改善を図りつ
つ、しつけ直しの訓練を行うための広場とするため、旧動
物管理所を解体する。

消防庁舎内に指令センターを設置し美祢市と共同運用す
る。
　H24－25　994,000千円　（継続費）

　H24：実施設計
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平成24年度 平成23年度

・消防機庫改築事業 43,100 36,000

滝部分団第1・第2部、楢崎分団第4部消防機庫建替

・防災業務 68,241 111,566

新 避難所看板作成事業

防災情報システム整備（同報系防災行政無線整備）

防災資機材備蓄事業

自主防災組織育成事業

新 　　防災士研修講座開催

ｳ)交通安全対策 35,616 36,146

ｴ)海岸保全対策

・海岸保全施設整備事業(再掲P25) (120,050) (221,620)

・下関港海岸直轄事業(再掲P25) (300,000) (366,000)

・海岸環境整備事業（松谷海岸）(再掲P25) (3,000) (3,000)

ｵ)消費者支援対策

・消費生活業務 11,957 11,964

・消費者行政活性化事業 2,315 3,282

・市民相談業務 14,892 15,313

一般、特別相談

項 目

本庁、消防局、総合支所等に無線装置を設置するとともに、
市内各地に屋外拡声子局を34局設置し、避難勧告の伝達の早
期化を図る。

防災士資格取得のための研修会を市内で開催し、自主
防災組織のリーダー等の知識の取得、養成を図る。
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平成24年度 平成23年度

(1)農林水産業の振興

ｱ)農業生産基盤の整備

・農業生産基盤整備事業（危険ため池整備） 22,500 32,000

・農村振興総合整備事業(下関南部地区) 24,500 40,000

・中山間総合整備事業(下関北部地区) 18,000 35,000

・農地・水・環境保全向上対策事業 63,369 51,357

・県営湛水防除事業（清末排水機場） 19,500 19,500

・ため池等整備事業（県営・団体営） 51,000 69,500

ｲ)畜産生産基盤の支援

・共進会開催業務 1,782 2,600

・家畜防疫対策業務 1,329 1,479

・下関ブランド牛定着化推進業務 2,557 2,557

・下関乳用牛改良業務 1,120 1,120

ｳ)林業生産基盤の整備

・民有林振興業務(再掲P25) (24,195) (26,861)

・市有林造林事業(再掲P25) (89,459) (99,985)

・市行造林事業(再掲P25) (21,399) (23,333)

・小規模林道事業(再掲P25) (12,499) (12,000)

・普通林道開設事業(再掲P25) (12,285) (12,285)

ｴ)漁業生産基盤の整備

・漁業生産基盤整備 2,355 2,355

長府地先～ﾀｺ産卵礁投入 (980) (980)

藻場・干潟保全活動支援事業 (1,375) (1,375)

  王司地先～干潟保全　豊浦、豊北地先～藻場保全

項 目
予 算 額 （ 千 円 ）

３．将来に希望をもって意欲的に働ける自立したまち（産業振興）

農業者・地域住民等の組織が実施する農用地等の保全活動等
の地域共同活動及び老朽化が進む水路等の長寿命化に向けた
向上活動に対して支援
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平成24年度 平成23年度

・栽培漁業センター(2期)整備事業 －

・下関漁港整備(ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、側溝改良外) 42,584 86,584

新 ・地域水産物供給基盤機能保全（保全計画策定） 42,870 －

蓋井島漁港、川棚・涌田漁港、和久漁港

新 ・宇賀漁港越波対策調査検討業務

ｵ)流通基盤の整備

・市場活性化対策業務 421 900

ｶ)多様な担い手の育成、支援

・担い手育成支援事業 8,723 13,400

集落農業法人化促進事業 (4,000) (10,000)

就農円滑化事業 (3,077) (3,000)

農業大学校授業料等助成

新規就農者支援

・ニューフィッシャー確保育成推進事業 2,325 450

・外国人漁業研修生受入事業 10,000 10,150

ｷ)経営基盤の安定化

・下関漁港振興対策資金融資 475,251 477,863

・遠洋漁業振興対策資金融資 26,769 22,171

・水産加工業振興対策資金融資 2,500 2,500

ｸ)生産振興対策の推進

・園芸産地育成事業 36,859 35,722

生産者団体等に対する共同利用機械・施設等整備費補助

新 ・産地振興作物生産拡大事業 10,000 －

項 目

種苗の需要拡大への対応及び新規魚種への取組を行うため、
種苗生産施設等を拡張する。（H23-H25)
H23　基本設計　H24　実施設計　H25　建設

取組規模や受益戸数等により、国県の補助の対象とならない
事業に対し、産地振興作物（いちご、アスパラガス等）の栽
培に必要な施設機械等の整備費の一部を助成し、生産の早期
拡大を図る。

市場の活性化を図るため、産地・量販店との連携強化策を検
討する。
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平成24年度 平成23年度

・水田農業生産条件整備支援事業 30,068 13,708

水田等の生産体制整備のための共同利用機械導入費助成

・有害鳥獣捕獲業務 81,641 84,689

侵入防止柵（電気柵、金網フェンス）、

イノシシ捕獲柵・檻整備等、ニホンジカ捕獲箇所整備

・ジビエ有効活用推進事業 60,000 1,600

新 ジビエ処理施設建設事業

・水産物ブランド化推進事業 2,108 2,351

・地産・地消推進事業 2,386 4,601

ｹ)魅力ある農山漁村づくりの推進

・ルーラルフェスタ開催事業 1,500 2,260

新 ・下関カッターレース開催費助成 1,500 －

・農業公園管理運営 21,543 15,361

交流体験施設、果樹管理

・離島漁業対策事業 3,940 3,940

項 目

「下関ふく」、日本一の水揚げを誇る「あんこう」や豊北の

「下関北浦特牛イカ」等のﾌﾞﾗﾝﾄﾞの強化を図る。
・下関ふくﾌﾞﾗﾝﾄﾞ講習会開催、下関沖合底びき網漁業ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
化推進、下関北浦特牛イカﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化推進

離島での漁業再生を目的とし、漁業者自らが集落協定を締結
して行う漁業再生への取り組みを支援する。

ジビエ（有害獣として捕獲したイノシシ、シカの肉）の有効
活用を図るための施設を建設する。
H25　供用開始予定　場所：豊田農業公園敷地内

H24.8.5　下関漁港で開催される「巌流島決戦下関ｶｯﾀｰﾚｰｽ」
の開催経費の一部を助成する。
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平成24年度 平成23年度

・くじら文化発信事業 23,690 21,957

新 第二十五利丸のあり方検討業務

第二十五利丸係留展示

IWC　パナマ会合参加

下関・長門鯨文化交流事業

学校給食への鯨肉提供事業 (3,894) (3,894)

新 下関くじらフェスティバル (7,000) －

下関くじら普及啓発キャンペーン事業 (1,242) (1,000)

ｺ)安心・安全農林水産物づくりの推進

・循環型農業の推進 2,385 2,385

耕畜連携土づくり推進事業

新 ・環境保全型農業直接支援対策事業 9,795 －

(2)商工業の振興

ｱ)商店街の活性化

・商店街競争力強化事業 2,894 3,950

・あきんど活性化支援事業 4,950 4,440

・小売商業消費拡大支援事業 8,000 16,400

新 スタンプ事業支援

項 目

商工会議所が全市的に実施するスタンプ事業を助成するもの
で、参加店での買い物金額に応じて、スタンプを押印し、一
定金額に達したら応募でき、抽選でさまざまな景品が当た
る。
　　年2回実施（2,8月）　景品総額1,000万円

「くじらのまち日本一」を目指し、官民あげての鯨肉普及啓
発キャンペーンを実施し、合わせて鯨料理コンクール等を行
う。

減農薬等でエコファーマーの認定を受けた農業者等を対象
に、環境保全型の農業を行うことに対する営農コストの増
を、国土の保全、水源の涵養等の維持を図るために直接支援
を行う。

北西太平洋鯨類捕獲調査船団出港式及び前夜祭の開催及び鯨
にゆかりのある自治体と捕鯨のあり方について考える「くじ
ら未来フォーラム（仮称）」を開催する。
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平成24年度 平成23年度

ｲ)企業経営の安定化、体質強化

・中小企業事業資金融資 269,679 381,959

・中小企業協同組合組織強化資金融資 8,334 8,334

・中小企業夏場・年末特別融資 900,000 900,000

・商店街近代化資金融資 53,334 53,334

・中小企業体質強化特別融資 3,827,379 3,177,438

・中心市街地活性化チャレンジ資金融資 40,000 40,000

・海外ビジネス支援資金融資 13,334 20,880

・小規模企業サポート資金融資 9,711 9,243

・中小企業体質強化特別融資等保証料補給 75,924 76,485

　中小企業の負担軽減のため保証料補給率の嵩上げ継続

ｳ)企業の誘致

・中心市街地空オフィス対策事業 3,105 105

・企業立地促進奨励金 120,000 130,000

・工場立地促進資金融資 152,182 159,581

・企業誘致業務 7,702 7,902

山口県・下関地域外資系企業誘致推進委員会等

ｴ)新産業、新規創業等の支援

・制度融資

起業資金融資 19,690 62,009

新事業育成資金融資 11,668 11,668

　起業資金融資の補給率嵩上げ継続

新 ・創業支援施設運営事業 320 －

項 目

中心市街地の空オフィス対策のため、新規オフィス進出

者、雇用創出に対して支援する。
　事務所賃借料の1/2以内等

商工会館内の創業支援施設の活用を図るため、創業支援施設
のPRイベントの開催や駐車場賃貸料補助などを行う。
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平成24年度 平成23年度

拡 ・認定新商品トライアル発注制度 500 500

・展示見本市等出展補助 1,000 1,000

新 ・下関商品販路拡大推進事業 3,750 －

新 ・下関産業コラボレーション塾 －

ｵ) 中心市街地活性化総合支援事業(再掲P21) (22,362) (2,716)

ｶ) 次世代産業集積推進業務

・下関市モーダルシフト利用促進事業 6,400 6,400

・次世代産業の人材育成支援

項 目

製造業における次世代への技術伝承や若者の人材育成を図る
ため高校生の実践研修を行う。

小口貨物の長距離輸送にかかる混載輸送を対象に、新規又は
ｼﾌﾄして鉄道輸送を利用する荷主に対し、輸送費の一部を補
助しﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄを促進する。（H21～H23　社会実験として実
施）

下関ブランド発信事業を6年間継続し、一定の成果を得た。
その成果を生かし首都圏への販路開拓等を目的とした市内
中小事業者をサポートする事業。
　事業内容　①アドバイザー活用　②商談会等への出展サ
ポート　③「ようできちょる」シリーズ（下関ブランド認
定商品）のPR

異業種交流会を地元企業のみならず、将来的に本市での活
動を検討している企業・個人も対象に実施し活発な都市間
交流を図る。
　事業内容　①ワークショップ　②セミナー開催
　③交流会　④先進地視察

①「下関市認定新商品随意契約制度」で認定した中小企業
者の新商品を市が購入し、商品の評価を中小企業者へﾌｨｰﾄﾞ
ﾊﾞｯｸする。
②認定新商品の基準を今後満たす可能性のある商品を、市
がレンタル等を行いモニタリングし、今後の新規認定を援
助する。
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平成24年度 平成23年度

(3)就業支援策の強化

ｱ)就業支援対策

・就業促進・職場環境改善支援事業 1,666 2,332

若者等就職支援アドバイザー配置

ワークライフバランス講習会

ｲ)雇用対策

・緊急雇用創出事業 400,000 761,756

新 震災等緊急雇用対応事業

ｳ)高齢者の労働力の活用 14,413 16,013

・シルバー人材センターの事業に対する支援

ｴ)勤労者金融対策

・中小企業勤労者小口資金融資 8,624 11,431

・離職者緊急対策資金融資 4,630 1,823

 (4)貿易の振興

ｱ)貿易振興対策

・貿易団体育成 1,988 2,048

・貿易拡大推進、輸出入品展示商談会開催 1,984 2,245

新 ・中国青島国際戦略事業 1,867 －

ｲ)航路誘致集貨対策 16,415 17,313

・集貨対策航路誘致、コンテナ航路誘致、客船誘致

・国内・海外ポートセミナー、ポートセールス

海外集貨ｾﾐﾅｰ開催予定：韓国、中国

項 目

震災の影響等により、震災後に離職した者を対象に、短期の
雇用・就業機会を創出し生活の安定を図る。

中国での国際戦略として、観光、ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ、貿易等におけ
る事業促進のため関係官公庁、事業所等の訪問やセミナー
等への参加を通じて情報収集と併せ協力関係を構築する。

‐ 36 ‐



平成24年度 平成23年度

(1)観光・レクリエーションの振興

ｱ)広域的な観光資源、拠点等の整備

・川棚のクスの森整備事業 130,000 40,000

　　　　　　

・長府ふれあい橋整備 30,000 8,000

新 ・火の山ユースホステル基本設計業務 －

新 ・豊北地区集客施設管理運営業務 6,377 －

・甲冑等保存活用業務 3,522 2,314

上臈衣装製作等

ｲ)広域観光ルートの形成等

新 ・下関市観光交流ビジョン2022（仮称）策定 －

・しものせき観光キャンペーン補助 41,035 29,156

・観光コンベンション誘致促進業務 23,786 18,649

拡

・関門広域観光振興 4,108 4,108

関門海峡観光推進協議会（下関市、北九州市、山口県）

新 　巌流島決闘400年記念イベント「巌流島決闘十番勝負」

・下関・長門・美祢広域観光振興 633 911

長州路観光連絡会（下関・長門・美祢市及び各観光協会）

項 目
予 算 額 （ 千 円 ）

４．観光や交流から生まれる多彩で魅力あるまち（観光振興）

天然記念物「川棚のクスの森」の保全・保護並びに周辺道
路、駐車場、遊歩道等の整備を行う。　（H23～H24）

老朽化した火の山ユースホステル建替えのための基本設計等
を行う。

「観光寸劇」「観光雑誌等への広告掲載」「源平night in 赤
間神宮」｢新観光イベント決定及び準備」などを行う。

「交流人口1,000万人　宿泊客100万人構想実行委員会」を立
ち上げ、専門機関や観光関連団体等からノウハウを学びなが
らビジョン構築や構想を策定する。

平成24年3月オープンの道の駅「北浦街道　豊北」の管理運営
経費

市内でのコンベンション開催増を目指し、PR活動の強化、開
催者への補助の充実を図るため、下関市観光コンベンション
協会への助成を拡充する。
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平成24年度 平成23年度

ｳ)多彩で魅力ある観光地づくり

・JR山陰本線観光列車運行（みすゞ潮彩） 855 855

・ロンドンバス運行事業 5,179 6,000

・国際観光対策 9,371 8,477

観光ﾏｯﾌﾟ(韓・中)　観光ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ(韓・中・台・英)

釜山国際観光展、山東(青島)国際旅游交易会参加

新 外国人観光客滞在促進事業

・フィルム・コミッション業務 1,445 947

ロケ支援や制作会社へのプロモーション活動等

新 下関フィルムコミッション10周年記念イベント開催

　　映画上映、パネル展示会等

新 ・全国龍馬ファンの集い下関大会開催 1,000 －

ｴ)レジャー、余暇施設

・競艇事業 25,596,506 27,962,402

新 外向発売所整備 (13,540) －

地方公営企業法一部適用

G1　第13回名人戦競走開催

　　（平成24年4月　全国場外発売）

項 目

新下関～仙崎間を２両編成で運行　各種ｲﾍﾞﾝﾄ等

国道に面した駐車場内に開設

　面積　約1,000㎡　　鉄骨平屋建
　　H24秋オープン

ロンドン市交通局から借り受けたロンドンバスの運行による
活用を図る。

本市に宿泊する外国人観光客の増加を図るため、海外の旅行
エージェントに対して補助をする。

毎年龍馬ゆかりの地で開催される「全国龍馬ファンの集い」
の第24回下関大会開催の運営経費の助成を行う。
　H24.10.20・21　開催予定
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平成24年度 平成23年度

(2)連携・交流の促進

ｱ)市内の連携・交流

・定住自立圏構想推進 776 777

・次世代若者交流事業 1,000 2,000

・合併振興基金積立 800,000 800,000

ｲ)隣接地域との連携・交流

・こども文化パスポート事業 959 1,070

・関門地域大学連携への支援（「大学ｺﾝｿｰｼｱﾑ関門」） 300 300

ｳ)ＵＪＩターンの促進

・定住奨励金、出産祝金の支給 4,000 4,000

対象：豊田・豊北・離島(蓋井島、六連島)地域

定住奨励金(10万円)　出産祝金(20万円)

・人口定住促進住宅管理運営（豊北ハイツ） 899 930

新 ・まちなか住環境向上事業 2,000 －

新 ・移住者市有地購入助成金交付事業 400 －

ｴ)その他国内の連携・交流

・本州四端交流事業 1,431 1,506

岩手県宮古市、和歌山県串本町、青森県大間町

項 目

夏休みを中心に、他市と共同で文化施設等を活用して、幼
児・児童・生徒が各市の歴史・文化・自然に接する機会を増
加させ、｢豊かな心｣を育み｢家族のふれあい｣を促進する。

北九州・下関の大学が連携した「関門学」など、特色ある教
養教育の実施ＰＲ

「定住自立圏共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ」懇談会開催

市有地を購入して移住する人に向けた助成制度を創設しPRを
行う。

住みたいまち、すみよいまちづくりを促進することを目的
に、中心地域の住民に意識調査を行い、その結果を受けて将
来的な空家、空き地対策の検討を行う。
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平成24年度 平成23年度

(3)国際交流の促進

ｱ)国際交流の促進

・釜山広域市･青島市職員派遣 5,128 5,137

・国際交流員招致 5,423 5,457

中国(青島市)より国際交流員受入

・青少年の海外派遣 5,038 6,094

小中学生(韓国・中国・米国)

・留学生「下関塾」開催 500 500

・姉妹都市関係記念事業 8,271 1,000

新 ｲｽﾀﾝﾌﾞｰﾙ市姉妹都市締結40周年記念事業 (4,700) -

新 日中国交正常化40周年・山口県山東省友好県締結30周年 (2,416) -

記念事業

　交流視察団招請（青島交響楽団・老年関係団体受入）

新 光陽市友好交流促進事業 (1,155) -

項 目

市内の留学生に下関の歴史・文化等を学んでもらうとともに市

民・留学生の交流を深め本市の良さをPRする。
併せてボランティア通訳への登録を促し、海外との連携を図
る。

‐ 40 ‐



平成24年度 平成23年度

(1)保健・医療の充実

ｱ)健康づくりの促進

・健康づくり推進 17,122 17,990

新 健康チャレンジ２０１２事業 (630) －

新 「いのちを守る」キャラクター創造事業 －

健康づくり計画「ふくふく健康21」推進 (1,018) (1,679)

　　推進イベント開催、グループ育成等

食育推進計画「下関ぶちうま食育プラン」推進 (2,110) (4,042)

・母子保健業務 314,122 315,560

乳幼児健診指導 (49,618) (50,535)

こんにちは赤ちゃん事業 (3,401) (3,265)

妊婦健康診査（1～5回） (93,108) (93,330)

妊婦健康診査臨時特例事業（6～14回） (108,000) (108,000)

・健康増進業務 203,492 199,978

項 目
予 算 額 （ 千 円 ）

５．誰もが健康で、ふれあいを大切にした温かみのあるまち(保健・医療・福祉)

・      下関市食育推進会議、食の体験教室開催
・      第2次ぶちうま食育プラン作成

各種健康診査、健康相談、健康教育等

肝炎ｳｲﾙｽ検診（特別対策）～自己負担免除

大腸がん検診～自己負担免除
女性特有のがん検診推進事業（乳がん、子宮がん検診）

平成21年度より、妊婦健康診査の公費負担回数を5回から14
回へ拡充して実施

生後4か月までの乳児のいる家庭の全戸訪問を実施し、育児
に関する助言や情報提供を行う。

各種健康相談やふくふく健康チャレンジ参加などを通じて、
市民の自主的な健康づくりや生活習慣改善への意識形成を図
る。

保健行政に対する市民の意識形成や向上を図るための統一さ
れたキャラクターを作成し活用する。
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平成24年度 平成23年度

・子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例事業 221,108 183,731

・麻しん(はしか)排除計画実施 49,910 49,766

・後期高齢者医療制度業務 3,577,895 3,396,410

（一般会計）

4,111,432 3,892,075

（特別会計）

ｲ)地域医療体制の充実

拡 ・ＡＥＤの整備 6,870 9,417

・産科医等確保支援事業 16,667 16,000

新 ・小児救急医療啓発用ガイドブック作成 －

・病院改革推進業務 2,320 94,841

豊浦病院のあり方検討業務

新 ・市立市民病院運営業務 1,050,688 －

地方独立行政法人　下関市立市民病院運営費負担金 (1,048,325) －

地方独立行政法人　下関市立市民病院運営費交付金 (2,125) －

新 ・市立市民病院整備資金貸付 550,000 －

・豊浦病院　設備・医療機器改修 393,000 65,000

病院情報システム更新等

・豊田中央病院　医療機器改修 124,000 21,890

電子ｶﾙﾃｼｽﾃﾑ、眼科ﾚｰｻﾞｰ更新等

項 目

平成20年度から5年間に限り、中学1年生及び高校3年生相当
の年齢の者に対し、麻しん風しん混合ﾜｸﾁﾝを接種

後期高齢者医療制度に係る業務

◇業務の分担　～　広域連合：保険料賦課・給付
　　　　　　　　　市区町村：保険料徴収・窓口

公立施設にAEDを整備　既存203台　新設9台追加

分娩を取り扱う産科・産婦人科医及び助産師の処遇改善のた
め、分娩取扱件数に応じて助成する。

地域医療ｾﾝﾀｰ（仮称）実施設計
　（緩和ケア病棟、健診ｾﾝﾀｰ等の整備）
医療機器等更新　など

「子宮頸がん予防ワクチン」（13～16歳女性）

「ヒブワクチン」「小児用肺炎球菌ワクチン」（0～4歳）
　　　自己負担なし　　H23.1～

小児救急医療の啓発のため、ガイドブックを作成し、中学生
以下の子どものいる家庭に配布する。
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平成24年度 平成23年度

(2)国民健康保険事業の充実

ｱ)国民健康保険の適正な運営

・保健サービスの充実 108,202 111,473

はり、きゅう施術補助 (32,650) (35,623)

外来人間ドック補助 (52,375) (53,177)

歯科健康診断補助 (1,200) (1,200)

新 後発医薬品差額通知書作成共同処理 (1,096) －

・特定健康診査・特定保健指導 168,552 168,771

(3)地域福祉の充実

ｱ)地域福祉の推進

新 ・地域福祉計画策定業務 3,761 －

・民生児童委員活動援護業務 75,874 76,123

・地域福祉推進業務 4,136 4,136

地域福祉推進大会、地域福祉推進事業等補助

・婦人相談業務（住民生活に光をそそぐ基金活用） 4,725 4,679

・心の健康づくり推進強化事業 2,703 2,576

（住民生活に光をそそぐ基金活用）

・災害時要援護者支援業務 475 512

項 目

生活習慣病の予防に資する特定健康診査・特定保健指導を実
施する。
　自己負担：1,800円（40歳～64歳）1,400円（65歳～74歳）

ＤＶ被害等の相談業務を強化するため相談員を1名増員し指
導・相談体制の強化を前年度に引き続き実施する。

近年増大化する自殺対策として、自殺ﾊｲﾘｽｸ者への訪問指導
や相談体制強化のため、精神保健福祉士等を1名増員し体制
の強化を前年度に引き続き実施する。

社会福祉法に基づく次期地域福祉計画策定（H25-29）

区　  分 医療給付費分
後期高齢者
支援金分

介護納付金分

保 所　　得　　割 9.8% 2.7% 3.2%

険 被保険者均等割 24,800円 6,800円 8,100円

料 世 帯 平 等 割 25,400円 7,000円 5,900円

51万円 14万円 12万円賦 課 限 度 額
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平成24年度 平成23年度

(4)高齢者福祉の充実

ｱ)高齢者福祉サービスの充実

・高齢者措置業務 206,041 217,088

養護老人ホーム入所措置

・ひとり暮らし高齢者等対策業務 478,787 479,253

緊急通報体制整備 (44,901) (45,567)

軽費老人ホーム助成 (417,358) (417,358)

生活支援ハウス運営 (13,086) (13,086)

高齢者見守り環境整備事業 (374) (58)

ｲ)生涯現役社会づくりの推進

・生きがい対策等業務 93,362 122,531

老人クラブ活動費助成 (11,110) (12,431)

高齢者バス等利用助成「いきいきシルバー100」 (29,185) (29,562)

高齢者銭湯等利用助成 (9,746) (11,242)

敬老祝い (20,041) (44,386)

敬老の祝典等開催 (20,640) (21,310)

・満珠荘管理運営 1,834 －

H24.2　健康増進と休養のための施設としてﾘﾆｭｰｱﾙｵｰﾌﾟﾝ

ｳ)疾病予防、介護予防の推進

・地域支援事業 464,541 470,777

 介護予防事業 (151,900) (161,272)

二次予防事業対象者把握

介護予防支援通所　　介護予防普及啓発

二次予防事業評価　　高齢者健康づくり

地域活動グループ支援

包括的支援事業・任意事業 (312,641) (309,505)

地域包括支援センター（5箇所）

在宅介護支援センター運営

配食サービス　　高齢者実態把握

認知症高齢者支援

項 目

高齢者が要介護状態等となることを予防し、地域において自
立した日常生活を営むことができるよう支援する。
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平成24年度 平成23年度

(5)障害者福祉の充実

ｱ)障害者福祉サービスの充実

・自立支援給付等業務 4,765,820 4,128,817

介護給付 (3,416,593) (2,706,421)

訓練等給付 (875,700) (700,000)

自立支援医療 (362,527) (336,966)

補装具費支給 (96,000) (98,000)

・地域生活支援業務 1,919,425 1,963,288

日常生活用具給付 (68,000) (66,000)

福祉タクシー助成 (80,420) (80,525)

重度心身障害者医療費助成（一部負担金市費助成） (1,422,629) (1,422,643)

特別障害者手当等給付 (85,831) (81,623)

障害者デイサービス (61,000) (60,000)

ｲ)障害者の社会参加の促進

・障害者スポーツセンター運営 28,851 28,206

・身体障害者福祉センター運営 19,417 17,725

(6)児童福祉の充実

市立保育所運営業務　23園  1,724人

私立保育所運営業務　33園  3,600人

ｱ)家庭への子育て支援

・放課後児童健全育成業務 232,494 235,768

児童クラブ

放課後児童対策事業費補助

・保育所機能強化推進業務 93,367 90,636

地域子育て支援センター (61,242) (61,196)

おのこり保育事業 (11,886) (12,178)

ホリデイ保育事業 (2,069) (1,951)

一時保育事業 (11,570) (8,911)

項 目
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平成24年度 平成23年度

・児童環境づくり推進業務 22,328 35,898

For Kidsプラン2010啓発事業 (2,948) (12,023)

元気ﾌｧﾐﾘｰﾌｪｽﾀ 開催

For Kidsフォーラム開催

イクメン推進事業

ブックスタート事業 (3,762) (3,914)

新   絵本ダイアリー配布

ファミリーサポートセンター事業 (5,645) (6,454)

つどいの広場運営 (6,284) (6,284)

子育てサークルネットワーク推進事業 (704) (4,083)

ｲ)地域社会での子育て支援

・私立保育所援護対策業務 257,233 400,535

延長保育促進 (141,600) (137,400)

一時保育サービス事業 (7,220) (7,220)

ホリデイ保育サービス事業 (3,004) (2,995)

特定保育事業 (3,636) (4,064)

子育て支援特別対策事業施設整備費補助 (9,922) (163,117)

　　私立保育所改修　（１園）

・児童健全育成対策業務 4,421,123 5,776,515

子育て支援短期利用 (1,767) (1,767)

乳幼児健康支援一時預かり (35,584) (32,871)

新 子どものための手当給付 (3,633,855) －

※現　子ども手当

(743,970) (5,735,421)

・乳幼児、妊産婦保健医療対策業務 489,155 488,035

乳幼児医療費助成 (485,148) (485,074)

市単独制度　3歳未満所得制限無

　　　　　　一部負担金助成

・児童館管理運営 32,252 33,028

ゆたか児童館、ひかり童夢、宇賀児童館、ひこまる

項 目

児童の父母等に児童1人につき

3歳未満月額15,000円を支給
中学3年生まで月額10,000円（第３子以降15,000円）を支給
所得制限有　　（所得超過者　月額5,000円を支給）
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平成24年度 平成23年度

・こども発達センター管理運営 31,466 30,699

・家庭児童相談室運営（住民生活に光をそそぐ基金活用） 6,407 6,916

前年に引き続き児童相談員増員を継続

・児童虐待防止対策 1,201 1,205

要保護児童対策地域協議会

・幼保一体化施設整備事業（豊浦地区） 364,414 47,000

新 ・幼保一体化推進業務 200 －

・次世代育成支援拠点施設整備事業 1,500 37,900

(下関駅にぎわいプロジェクト(再掲P21))

 (7)母子・父子福祉の充実

ｱ)自立・援助対策の充実

・児童扶養手当支給 1,500,000 1,550,000

・母子及び父子家庭医療費助成（一部負担金市費助成） 244,962 236,499

・母子自立支援給付支給 112,713 129,787

自立支援教育訓練給付

高等技能訓練促進給付

・母子寡婦福祉資金貸付事業 30,249 37,290

修学資金、技能習得資金、生活資金、就学支度資金等

項 目

「次代を担う子どもたちを多世代で育む」を基本コンセプ
トに、子育て支援機能、世代間交流機能、市民活動機能を
有する子育て支援の拠点施設を開発ビル3階に整備する。

老朽施設の更新や適正な集団の確保など、より良い保育環境
を提供するため、豊浦地区の公立保育園・幼稚園の再編整備

を行う。

　　H23　調査・設計　H24　用地購入等　H25～　建設

幼保一体化を推進をするため、関係者への説明会等を行う。
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平成24年度 平成23年度

(8)低所得者福祉の充実

ｱ)自立・援助対策の充実

・生活保護制度の適正な運営 8,642,069 8,401,999

・中国残留邦人等生活支援 10,347 10,050

・住宅手当緊急特別措置事業 30,953 37,074

・ホームレス対策事業 2,391 4,471

・居宅生活移行支援事業 7,174 7,191

(9)介護保険事業の充実

ｱ)介護保険の適正な運営 25,168,208 23,422,401

介護保険事業 (24,703,667) (22,951,624)

第５期介護保険事業計画　（H24-H26）

地域支援事業（再掲P44） (464,541) (470,777)

ｲ)介護サービス事業勘定 94,106 72,503

項 目

・ホームレス緊急一時宿泊事業

無料低額宿泊所において、入所者毎に支援計画を作成し自立
支援を行う。

・所得段階の追加等　：低所得者に配慮し新たに特例第3段階

　　　　　　　　　　　　　を設定するとともに特例第4段階を継続

　　　　　　　　　　　　　する。

第４期（H21～H23）

基準額（第4段階）　4,200円

第５期（H24～H26）

基準額（第4段階）　5,300円
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平成24年度 平成23年度

(1)生涯学習の推進

ｱ)図書館の充実

・子どもの読書活動推進用図書整備 3,000 3,000

ｲ)公民館活動の充実

・勝山地区拠点施設（仮称）整備事業（再掲P24） (350,000) (85,000)

　　

ｳ)生涯学習支援体制の充実

・下関みらい塾事業 1,383 2,800

・社会教育複合施設管理運営業務 379,937 379,230

　生涯学習プラザ・中央図書館

(2)学校教育の充実

ｱ)教育環境の整備・充実

・小学校施設整備 188,139 249,455

耐震補強事業

・中学校施設整備 61,136 292,127

耐震補強事業

・小･中学校IT推進 175,849 167,457

・教職員研修推進 4,984 4,501

・学力向上推進事業 3,456 3,403

・ふるさと学習支援事業 642 416

下関歴史マップ作成・配布

項 目
予 算 額 （ 千 円 ）

６．地域の特色を活かしたまなびのまち（教育・文化）

勝山公民館・支所建替　保健センター新設

3月補正予算計上（国　緊急防災・減災事業）
　小・中学校耐震補強事業　　862,000千円
　　　小学校 10棟　中学校 5棟
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平成24年度 平成23年度

・やまぐち学校教育支援員活用促進事業(少人数分) 54,213 51,514

・学級支援補助教員活用事業 8,041 9,190

・特別支援教育支援員配置 80,112 79,884

・遠距離通学・通園費補助 11,982 13,796

・就学援助 508,000 528,000

・生徒指導推進業務（住民生活に光をそそぐ基金活用） 26,091 25,164

　　

・障害幼児指導援助業務（住民生活に光をそそぐ基金活用） 46,783 46,752

・スクールバス運営業務 34,213 29,949

・下関商業高等学校講堂改築事業 522,000 237,000

・公立大学法人運営業務 171,317 224,017

公立大学法人 下関市立大学運営費交付金

項 目

特別な支援が必要な学級(小学校全学年)へ補助教員を配置し
て、学級運営の安定化を図る。

特別な支援が必要な児童・生徒が在籍する各学校に支援員を
配置して、肢体不自由等の障害のある児童・生徒の介助や個
別の指導が必要な児童・生徒への学習指導、生活指導の充実
を図る。

ｶﾞｲﾀﾞﾝｽｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ(学校安全指導員）（4名）（1名増）

教育相談員・教育支援教室専門指導員（7名）

教育相談ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ設置
学校安全研修会の開催

中学校2～3年の学級を35人学級化するための非常勤講師を配
置して、生徒指導上の諸課題に対応し、高校教育への円滑な
接続が可能となる確かな学力形成を図る。

平成22～24年度　事業費8億1,400万円

特別な支援が必要な幼児の市立幼稚園への就園に際し、指導

員を配置し個別の支援を行う。
障害児指導員の配置（20名）
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平成24年度 平成23年度

ｲ)特色ある学校づくり

新 ・コミュニティ・スクール推進事業 854 －

・学校・家庭・地域の連携協力推進事業 13,622 15,117

ｳ)私学の振興

・私立中学校、高等学校運営費補助 26,440 24,950

・私立幼稚園運営、障害児教育費補助 16,104 15,838

・私立専修学校、各種学校振興補助 1,454 1,448

(3)文化・スポーツの振興

ｱ)スポーツ活動の推進及び環境の整備・充実

・体育施設整備事業 90,242 296,178

下関市体育館耐震診断等

陸上競技場全天候舗装等改修、下関球場観客席改修　ほか

新 ・菊川体育館建設 130,000 －

・下関海響マラソン2012開催 27,853 24,300

・つのしま夕やけマラソン 2,600 2,700

・全国大会等開催補助 1,770 2,070

全日本学生ｿﾌﾄﾃﾆｽ大会ほか

新 ・日中友好交流都市中学生卓球交歓大会参加補助 370 －

項 目

美しい海峡を持つ観光都市下関を全国にアピールし、市の活
性化を図る。(平成24年11月4日開催)

ふるさと下関協育ネット：
地域住民の参画・協力により学校の教育活動を支援する
ネットワークを構築し、地域コーディネーターが中心とな
り地域全体で学校活動をサポートする。

放課後子ども教室：
学校施設等を利用して、放課後の子どもたちの安全・安心
な居場所を設け、勉強やスポーツ・文化活動、地域住民と
の交流活動等を行う。

新菊川体育館建設
H24　実施設計・用地購入　H25～　用地造成・建設

子どもたち一人ひとりに応じたきめ細かな教育を展開してい
くために、地域の人々と目指す子ども像を共有し、一体と
なって子どもたちを育てていくことができる学校づくりを推
進する。
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平成24年度 平成23年度

新 ・我がまちスポーツ推進事業 11,000 －

ｲ)芸術文化活動の推進及び環境の整備・充実

・市芸術祭業務 3,500 3,676

・文化事業推進業務 24,521 22,359

朝鮮通信使関連事業

新 日露交歓コンサート開催

新 下関第九演奏会開催補助

新 下関文化らくーざ開催補助

・市民会館改修事業 25,854 31,542

・美術館(展覧会開催業務) 38,633 43,159

「赤間神宮宝物展（「平清盛」関連）」

「丸木俊・絵本原画展」

「ポール・デルヴォー展」ほか

　　ｳ)文化財の保護

・博物館整備事業 33,500 32,000

発掘調査、現長府博物館改修計画策定等

・旧下関英国領事館保存修理活用事業 228,702 252,992

・史跡前田砲台跡公有化事業 8,000 667

項 目

耐震補強を含む保存修理工事を実施

(第1期　平成20～22年度)
(第2期　平成22～25年度)

国指定史跡となった前田砲台跡について、公有化を調査・検
討し、併せて保存管理計画を策定する。

国体の成果を地域づくりにつなげるため、スポーツ施設を
核とし、スポーツを通じた幅広い住民の参加等を通じ、地
域資源の活用、スポーツの振興を図る。
 Vｻﾐｯﾄ：ﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄによる講習・指導の実施
 ｷｯｽﾞﾄﾞﾘｰﾑﾌｪｽﾀ：地域住民参加型のﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄによる指導等
 ｽﾎﾟｰﾂｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ促進のための合宿等補助など

H24　発掘調査、現長府博物館改修計画策定等
H25～　建設
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平成24年度 平成23年度

・土井ヶ浜遺跡調査研究業務 12,950 11,676

土井ヶ浜遺跡調査報告書作成

道の駅「北浦街道　豊北」オープン記念企画展

　「邂逅の海～響灘がもたらした文物～（仮称）」

・長府博物館(展覧会開催業務) 10,000 隔年実施

「薩長盟約と下関－長府藩士と龍馬・慎太郎の軌跡/奇跡」

・世界遺産登録推進業務 9,500 8,571

(4)国際化への対応

ｱ)国際化の推進

・小中学生の海外派遣(再掲P36) (5,038) (6,094)

・留学生住居費助成 3,240 3,240

項 目

｢九州･山口の近代化産業遺産群｣の世界遺産登録へ向け、関
係自治体で組織した協議会で必要な調査･検討を行う。

‐ 53 ‐



平成24年度 平成23年度

(1)開かれた行政への取組

ｱ)行政情報化の推進

・インターネットシティ整備事業 224,378 245,680

新 行政情報提供システム更新　（クラウド化）

・債権管理システム開発事業 54,200

ｲ)市民参画の推進

・慣行策定業務 1,500 779

新 くじらシンボルマーク作成

ｳ)広報広聴活動の充実

・タウンミーティング実施 775 389

新 ・議会報発行 4,039 －

(2)市民活動支援の推進

ｱ)市民活動の場の確保

・コミュニティづくり推進業務 143,889 166,283

町民館建設事業費等補助金 (12,152) (34,138)

ｲ)市民活動組織の育成支援

・ボランティア・ＮＰＯ等の育成及び活動の支援 23,807 21,175

しものせき市民活動センター運営ほか

ｳ)市民参画の促進

・パートナーシップ推進業務 8,592 7,448

市民活動支援補助金 (6,000) (6,000)

パートナーシップハンドブック発行

項 目
予 算 額 （ 千 円 ）

７．市民も企業も行政もみんなで担える元気なまち(協働のまちづくり)

市長と市民の対話により、より市民の声を市政に反映させ、
相互理解に基づく市政運営を行う。 

市税等収納率向上のために新しくシステムを構築する。

「市の動物」としたくじらを、市の広報等で活用するた
め公募でくじらシンボルマークを作成する。

議会基本条例の趣旨に則り、市民に対する情報発信を強化す
るため、従来の市報「しものせき」での「議会だより」を充
実し、議会広報委員会の編集による議会報を発行する。
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平成24年度 平成23年度

新 ・竪穴式住居復元業務 1,900 －

(3)行政機能の充実及び行財政運営の効率化

ｱ)行政機能の充実

・地域内分権推進 1,300 477

新 ・各総合支所交流人口拡大事業 8,000 －

・総合計画の推進に係る基礎調査 3,500 3,000

・本庁舎整備事業 811,000 415,900

・菊川総合支所整備事業 122,000 　－

実施設計・用地購入

・豊田総合支所整備事業 8,000 53,000

埋蔵文化財確認調査

・豊浦総合支所整備事業 88,000 20,000

保健センター改修

・豊北総合支所整備事業 91,000 54,000

項 目

庁舎建設　（H24-26　継続費計上事業費　7,935,000）
事業内容：市民ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ棟（仮称）、試験検査棟（仮
称）、立体駐車場

H24：市民ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ棟(仮称)増築、試験検査棟（仮称）建
設・用地購入等

次期総合計画策定のための現状把握及び基礎資料作成

各総合支所毎に、各地の地域資源の活用や課題に対応して地
域の特性を生かした交流事業を実施する。
　観光協会機能の充実・地域観光資源の再発掘・整備
　各種イベント開催

官学連携により、これまでの取り組みの検証や地域課題の抽
出などを行い、具体的方策を検討する。

　庁舎建設　（H24-26 継続費計上事業費803,000）
　　H24　庁舎建設　現庁舎一部解体工事

考古博物館の屋外展示施設である竪穴式住居を、子供たちと
共同で復元改修することにより、昔の生活を学習する。
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平成24年度 平成23年度

新 ・住民票等のコンビニ交付業務 16,618 －

新 ・公共施設マネジメント推進業務 488 －

・職員研修業務 18,926 18,145

CS向上研修の実施

簿記研修（管理職及び新規採用職員）

コーチング研修

(4)人権教育・啓発活動の充実

・人権教育啓発活動 2,563 2,775

(5)男女共同参画の推進

・男女共同参画意識啓発業務 2,218 4,232

項 目

市民人権教育講座、人権教育指導者研修会、暮らしと人権学
習講座、地域人権学習講座、人権フェスティバル

啓発イベント（シネマ＆トーク）、講演会・シンポジウム等

平成24年7月末から開始予定の住民票等のコンビニ交付のた
めのシステムの構築及び運用のための委託料等
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平成 24 年度 予算の概要 

 

平成 24 年 2 月 

〒750-8521 下関市南部町１番１号 

下関市財政部財政課 

 

URL http://www2.city.shimonoseki.yamaguchi.jp/ 

E-mail zszaisei@city.shimonoseki.yamaguchi.jp 
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